
 

    

労
働
者
の
生
計
費

 
①

 
物
価
水
準
の
地
域
差
指
数
＜
総
合
＞
（
２
０
２
４
）
年

 

9
7

.1
(4

4
) 

9
8

.1
(3

3
) 

9
8

.3
(3

1
) 

9
8

.6
(2

6
) 

9
8

.7
(2

4
) 

9
9

.5
(1

4
) 

総
務
省
統
計
局
「
消
費
者
物
価
地
域
差
指

数
」
よ
り
 

総
務

省
で

は
、

地
域

別
の

物
価

を
明

ら
か

に
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

、
物

価
統

計
調

査
に

お
い

て
、

消
費

者
物

価
地

域
差

指
数

を
毎

年
作

成
し

て
い

ま
す

。
 

こ
の

度
、

2
0

2
4

年
（

令
和

６
年

）
の

結
果

を
取

り
ま

と
め

た
の

で
、

公
表

し
ま

す
。

 ※
全

国
の

物
価

水
準

を
1

0
0

と
し

た
場

合
の

都
道

府
県

の
物

価
水

準

を
指

数
値

で
示

し
た

も
の

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
総

務
省

 
令

和
７

年
６

月
 2

7
 日

 

1



2



 

 

330.4 

289.3 

309.4 

332.6 

309.6 

312.9 

308.4 

 

295.2 

都道府県別賃金（男女計）（令和６年） 

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より 

※「賃金」 は、調査実施年６月分の所定内給与額の平均をいう。賃所定内給与額 とは、労働契約等であらかじめ

定められている支給条件、算定方法により６月分として支給された現」給与額（きまって支給する現」給与額）の

うち、超過労働給与額（①時間外勤務手当、②深夜勤務手当、③休日出勤手当、④宿日直手当、⑤交替手当として

支給される給与をいう。）を差し引いた額で、所得税等を控除する前の額をいう。 

労働者の賃金 ① 
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働
者
の
賃
金

人
事
院
公
務
員
給
与
制
度
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
②
剤
叫
或
手
当

●
支
給
地
域
の
単
位
の
広
域
化

γ
都
道
府
県
を
基
本
と
す
る
。
中
核
的
な
市
(都
道
府
県
庁
所
在
地
及
び

人
口
20
万
人
以
上
の
市
)に
つ
い
て
は
当
該
地
域
の
民
間
賃
金
を
反
映

。
級
地
区
分
を
シ
ン
プ
ル
に

γ
20
%、
16
%、
12
%、
8%
、
4%
の
5級
地
に
再
編
。
民
間
賃
金
が
高
い

東
京
都
特
別
区
に
つ
い
て
は
引
き
続
き
20
%に
設
定

。
支
給
割
合
の
変
動
に
伴
い
激
変
緩
和
に
配
慮

γ
現
行
か
ら
の
支
給
割
合
の
引
下
Iザ
は
4ポ
イ
ン
ト
以
内
に
抑
制

γ
支
給
割
合
の
引
下
げ
は
段
階
的
に
実
施
(1
年
1ポ
イ
ン
ト
ず
つ
。

引
上
げ
も
こ
れ
に
合
わ
せ
て
段
階
的
に
実
施
)

【激
変
緩
和
措
置
】
例
:現
行
4級
地
12
%→
見
直
し
後
4級
地
8%

令
和
6 
 
令
和
7 
令
和
8 
 
令
和
9 
令
和
10
(年
度
)

。
現
在
10
年
ご
と
と
し
て
い
る
級
地
区
分
の
見
直
し
期
間
を
短
縮

【現
行
】

【見
直
し
後
】

16
都
府
県

+7
9市

―
受
鵡
鐵
藝
麗
壕
・
―

7級
地

6静
即
咆

5誦
即
地

4級
地

3監
丁t
'也

2級
地

1級
地

級
地
区
分

3%6
%

10
%

12
%

15
%

16
%

20
0/
。

斡

札
幌
市
、 新
潟
市
、
岡
山
市

等

仙
台
市
、 静
岡
市
、 高
松
市

等

京
都
市
、広
島
市
、 福
岡
市

等

神
戸
市

等

さ
い
た
ま
市
、 千
葉
市
、 名
古
屋
市

等

横
浜
市
、大
阪
市

等

東
京
都
特
別
区

支
給
地
域
の
例

4翻 1
2%

1年
1ポ
イ
ン
ト
ず
つ
引
下
げ

5語
即
地

4鋤3級
地

2級
地

1級
地

級
地
区
分

4%8%12
%

16
%

20
0/
。

支
給
割
合

茨
城
県
、 栃
木
県
、

埼
玉
県
、 千
葉
県
、

静
岡
県
、三
重
県
、

滋
賀
県
、 兵
庫
県
、

奈
良
県
、広
島
県
、

福
岡
県

愛
知
県
、 京
都
府

:仙
台
市
、 静
岡
市
、 神
戸
市
、

:広
島
市
、 福
岡
市

等

神
奈
川
県
、大
阪
府

東
京
都

支
給
地
域
の
例
  
  
|

(都
府
県
て
い 指
定
) 
 (
呻
輔
亥
餌

"よ

言
声
C組
晰
期
に
指
定
)

札
幌
市
、 岡
山
市
、 高
松
市

等

さ
い
た
ま
市
、 千
葉
市
、
名
古
屋
市
等

横
浜
市
、大
阪
市

等

東
京
都
特
別
区

地
域
手
当
の
大
く
く
り
化
等

異
動
保
障

1年
目
(2
0%
)

■
声

異
動
保
障
2年
目
(1
6%
)

ミ

【見
直
し
後
】
異
動
保
障
を

3年
間
支
給
(3
年
目
は
60
%)

。
現
在
2年
間
と
し
て
い
る
異
動
保
障
の
期
間
を
異
動
後
3年
間
に
延
長

●
3年
目
の
支
給
割
合
は
異
動
前
の
60
%

γ
l年
目
異
動
前
の
10
0%
、
2年
目
異
動
前
の
80
%は
現
在
と
同
様

【 現
行
】
異
動
保
障

2年
で
終
了

[令
和
7年
4月
以
降
の
異
動
者
に
適
用
]

例
:1
級
地
20
%

→
4級
地
8%
に
異
動

4翻 (8
%)

異
動
保
障
の
延
長

5

4



労
働
者
の
賃
金

 
③

 

  

厚
生
労
働
省
「
労
働
組
合
基
礎
調
査
報
告
」「
就
業
構
造
基
本
調
査
」
よ
り
 

1
4
.7

 

2
7
.7

 4
1
.5

 2
8
.7

 2
9
.4

 
3
2
.0

 1
7
,6
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通
常

の
事

業
の

支
払

能
力

 ①

 　
「諸

指
標

に
よ

る
都

道
府

県
の

総
合

指
数

」と
「最

低
賃

金
」　

東
京

愛
知

三
重

静
岡

滋
賀

岐
阜

※
総
合
指
数

1
0
0
.0

8
6
.4

7
8
.6

8
0
.5

8
0
.2

7
6
.1

最
賃
金
額

1
,1

6
3

1
,0

7
7

1
,0

2
3

1
,0

3
4

1
,0

1
7

1
,0

0
1

　
※
総
合
指
数
・
・
・
所
得
・
消
費
に
関
す
る
指
標
（
５
指
標
）
、
給
与
に
関
す
る
指
標
（
９
指
標
）
、
企
業
経
営
に
関
す
る
指
標
（
５
指
標
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
各
都
道
府
県
の
経
済
実
態
を
示
す
指
標
の
う
ち
特
に
最
低
賃
金
に
関
係
が
深
い
と
考
え
ら
れ
る
１
９
指
標

資
料
出
所
：
労
働
調
査
会
「
令
和
７
年
度
版
　
最
低
賃
金
決
定
要
覧
」

6



通
常

の
事

業
の

支
払

能
力

 ②

 　
地

域
別

最
低

賃
金

の
影

響
率

　

令
和

元
年

令
和

２
年

令
和

3
年

令
和

4
年

令
和

5
年

令
和
6
年

岐
阜
県

1
7
.0

5
.2

1
5
.5

1
9
.7

1
8
.1

2
8
.4

全
国
平
均

1
6
.3

4
.7

1
6
.2

1
9
.2

2
1
.6

2
3
.2

　
　

　
※

　
事

業
所

規
模

３
０

人
未

満
（

製
造

業
等

は
１

０
０

人
未

満
）

を
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。

資
料

出
所

：
厚

生
労

働
省

「
最

低
賃

金
に

関
す

る
基

礎
調

査
」
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常
の
事
業
の
支
払
能
力
 
③
-1

※「
価
格
転
嫁
は
不
要
」
と
の
回
答
を
除
い
た
場
合
の
回
答
分
布

52
.4
0ん
。
昨
年
9月
よ
り
約
3ポ
イ
ン
ト
増

(百

'I
司

49
.7
0/
0-
→
52
.4
96
)。

「
一
部
で
も
転
嫁
で
き
た
」割
合
(①
②
③
④
)は
、
前
回
か
ら
約
3ポ
イ
ン
ト
増
の
83
B1
0ん
。

「
転
嫁
で
き
な
か
つ
た
」「
マ
イ
ナ
ス
と
な
つ
た
」
割
合
(⑤
⑥
)は
減
少
(前
回
20
.1
0/
0→
■ 6
B9
96
)。

>
、
引
き
続
き
、
転
嫁
で
き
な
し

Ч Ｉ Д
ス
コ
ｒ Ｅ Ｌ
①
況
状
の
嫁
転
格
価 ０ 　 　 ● 　 　 ●

0
転
嫁
が
困
難
な
企

業
へ
の
対
策
が
重
要
。

直
近
6か
月
間
に
お
け
る
価
格
転
嫁
の
状
況

9月
3月

⑤
■
8B
80
/o

軸
泰
率
【コ
ス
ト
全
般
】

:4
9日
70
/o

⑤
15
日
80
/o

⑥
ユ
.2
0/
o

電
)■
.■
0/
o
皇
珂
副
司
瞭
が
で
き
た
転
嫁
率
【コ
ス
ト
全
劇費
】

:5
2B
40
/o

■
①
10
割

■
②
9書
」、
8害
J、
フ
割

B 
③
6割
、
5割
、
4割

日
(Э
3書
J、
2書
J、
1害
J

⑤
O害
」

■
⑥
マ
イ
ナ
ス

|

n=
60
′
98
3

フ
79
B9
96

20
口
■
96

④
25
B4
0/
o

10
日
4

①
25
.5
0/
o

②
13
日
70
/o

F O ▲

全
く
転
嫁
で
き
ず

16
.9
96

一
部
で
も
価
格
転
嫁
で
き
た

83
日
■
96

④
25
.0
0/
o 11
.1

①
25
B7
。
/。

②
21
日
30
/o

n=
38
′
57
5
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常の事業の支払能力 ③-2 下請け比率

4織嫌鯨

機

商工業実態基本調査

■ 第 6章  地域別 の受注 と下請

■統計表

■ 蝉 ■召周査の概要 ■利用上の注意

2.下 請企業数と下請金額

(注)こ こでいう「親事業者から下請」とは、自企業より資本金又は従業者数の多い他の法人又は個人から、製品、部品等の製造又は加工
を受託する形態をいう。

様製造企業

中小企業において、親事業者から下請 (注)を した企業数は31万6千企業 (中小企業に占める割合479%)と なり、半数近い企業が下請を
行つている。

これを地域別にみると、東京都の4万3千企業 (下請企業に占める割合137%)が最も多く、次いで大阪府の3万 1千企業 (同 98。ノ6)、 愛
知県の2万8千企業 (同88%)と なり、これら三大都市を有する者「府県で323%と なつた。また、これら都府県に隣接する埼玉県、神奈川
県、岐阜県、静岡県、京都府及び兵庫県を含めた上位9都府県では、568%と なつた。

次に、下請企業の割合を地域別にみると、岐阜県の709%が最も高く、次いで福井県の631%、 長野県と山梨県の590%、 石川県の
587%と なつた。他方、受注企業の割合が低いのは、沖縄県の135%を始め、北海道の215%、 福岡県の241%、 鹿児島県の248%、 熊本
県の2670/6な どとなつた。

第 G-3口  地城別の下請全菓数と下請企業の割合 (中小企業 )

・・・・
―
……Ⅲ…Ⅲ
―
の旧合 時日離り

' 

……………伍 子守 障口避り
'

4集

けけ

g,Ⅲ

"

し引″

Ｘ

”

“

1

"イ

北 脅学 J tt W協 業 絹 姑鸞 宇庶
"缶
ど● 七 山暴 銭 命,三 撤茸 大

^着
殉 島 B岡 産 山徹 ,,高 L性 A耐 大 占血 ″

侍              詩                 験                 )宅
建 碑

`様
旧膠 B線 ホ B玉 提

「

,則 爵 W川 鼻集 野 工 岡
“

〕虫 概 3嵌 車 飩
"枚
槻 Wa口 島 ,町 燥 出I旧 襴 贈 志 分博 B縄

中小企業における下講金額は、23兆2千億円 (製品等売上高に占める割合210%)と なり、製品等売上高の5分の1が下請にかかるものと
なつた。

これを地域別にみると、東京都の3兆3千億円 (下請金額に占める審1合 142%)が最も多く、次いで愛知県の2兆3千億円 (同 99%)、 大
阪府の1兆9千億円 (同81%)と なり、これら三大都市を有する都府県で3220/るとなつた。また、これら都府県に隣接する埼玉県、神奈川
県、岐阜県、静岡県及び兵庫県を含めた上位8都府県では、549%と なった。

次に、下請金額の割合を地域別にみると、長野県の343%が最も高く、次いで福島県及び鳥取県の311%、 群馬県及び山梨県の3100/6と
なつた。他方、下請金額の割合が低いのは、沖縄県の32%を始め、北海道の82%、 鹿児島県の86%、 和歌山県の135%、 高知県の
138%な どとなつた。

第 6-4四  地減日llo下請全額と下講金額(D割合 (中小企業)

■■日■
―
Ⅲ…申……
―
熊 合, 障口離り〕 

一
担 耳I常 障口雄り)

機 円
,夕 19,

鶴 ,

,1 ιl , ,ll

や9

19

Eゆ

路

中

,::  3:ゆ

↓ エ

■

'争
占風

"七
文 4欝 埒 ,庶

"争
,と ,協 山泰 はい ,ヨ 庶 庁 末昇 弁

“

島 B tt F山 構 ,,日 と 佐 曇 田大と虫 ,
侍             熊                 織                ,電
載 残 卒学 四停 a城 月eB玉 鍵 P,“ 爵 山川鼻 皇 野 工田 れ 五 善 3ぼ th山 取 観 WaD3「 I侵 れ 旧 嶺 鶴 志分時 B縄
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通常の事業の支払能力 ③―３ 

 

岐阜県企業の価格転嫁の状況 

 

岐阜県商工会議所連合会、岐阜県経営者協会が行った調査結果より、以下を算出した 

 

回答項目 達成率 商工会議所連合会 経営者協会 

ほぼ転嫁できている 100% ９社 ４社 

7～9 割、おおむね、転嫁できている 80% ５社 ４１社 

４～６割、半分程度、転嫁できている 50% １７社 ３２社 

2～３割転嫁できている 25%  ２２社 

1～3 割転嫁できている 20% ２４社  

1～2 割転嫁できている 15%  １社 

全く転嫁できていない ０％ １６社 ４社 

     合 計 ７１社 １０４社 

 

 

    達成率（％）× 社数 ＝ 合計 ８，４７５％ 

 

       ８，４７５％ ／ １７５社 ＝ ４８．４３％ 

 

 

     岐阜県企業の転嫁率 ４８．４３％ 

10



通常の事業の支払能力 ④  

 

倒産の状況 

 ２０２５年上半期（１～６月） 

 

          （件数）       （負債総額） 

（前年同期比）    （前年同期比） 

 

【岐阜県】    ７４件           ８５億円 

        ＋4.2％      ＋32.5％ 

【全 国】  ５００３件    ６７７６億円 

        ＋2.4％      ▲0.5％ 

 

帝国データバンク調べ 

11
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通
常
の
事
業
の
支
払
能
力
 
⑥
日
本
商
工
会
議
所
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
 2
02
5年
3月

中
小
企
業
に
お
け
る
最
低
賃
金
弓
I上
げ
の
影
響
や
政
府
目
標
へ
の
受
止
め
に
つ
い
て
、
全
国
の
商
工
会
議
所
会
員
企
業

を
対
象
に
調
査
。
3,
95
8社
の
回
答
を
、
東
京
23
区
・
政
令
指
定
都
市
の
都
市
部
(6
01
社
)と
そ
れ
以
外
の
地
方

(3
73
57
社
、
う
ち
従
業
員
20
人
以
下
の
小
規
模
企
業
17
61
9社
)に
分
け
、
集
計
・
分
析
を
行
つ
た
。

20
24
年
の
最
低
賃
金
引
上
げ
に
よ
り
、

「
最
低
賃
金
を
下
回
る
従
業
員
が
しれ
た
た
め
、
賃
金
を
引
き
上
げ
た
」企
業
は
4害
u超
(4
4E
30
/o
)

吟
地
方
で
は
半
数
近
く
(4
6.
40
/o
)に
達
し
、
都
市
部
(3
2.
40
/o
〕
よ
り
14
ポ
イ
ン
ト
高
い

現
在
の
最
低
賃
金
の
負
担
感
(こ
つ
い
て
、 「
大
い
に
負
担
」・ 「
多
少
は
負
担
」の
合
計
は
7害
u超
(7
6こ
00
/o
)

吟
地
方
で
は
8割
近
く
(7
7.
50
/o
)に
達
し
、
都
市
部
(6
7B
90
/o
)よ
り
9.
6ポ
イ
ン
ト
高
い

新
た
な
政
府
目
標
(2
02
0年
代
に
全
国
加
重
平
均
1′
50
0円
)に
つ
い
て
、

「
対i
応
は
不
可
能
 (
19
.フ
。 /
o)
」
・ 「
対 ・
応
は
困
難
 (
54
.5
0/
o)
」
の
合
計
は
7書
J蔵
量
(7
4B
20
/o
)

吟
と
蛍

●
′

02
02
5年
度
よ
り
政
府
目
標
ど
お
り
の
引
上
げ
(ア
ロ3
%)
が
行
わ
れ
た
場
合
の
影
響
に
つ
い
て
、

「
収
益
悪
化
に
よ
り
、
事
業
継
続
が
困
難
(廃
業
、
休
業
等
の
検
討
)」
と
の

吟
地
方
・
小
共見
模
企
業
で
は
2割
(2
0匹
10
/o
)に
達
す
る

答
が
15
.9
0/
o

対
応
可
能
な
引
上
げ
の
水
準
に
つ
し て
は
、 「
10
/o
未
満
」か
ら「
30
/o
程
度
」ま
で
の
合
計
が
約
7割
(6
フ
.9
0/
0)

→
「
70
/o
程
度
」・ 「
80
/o
以
上
」の
合
計
(=
フ
B3
0/
0に
対
応
可
能
)は
、
わ
ず
か
lB
oO
/0
に
と
ど
ま
る

■
20
24
年
の
最
低
賃
金
引
上
げ
の 「
影
響
」、
「
負
担
感
」と
も
、
都
市
部
に
比
べ
地
方
で
深
刻
な
状
況

■
新
た
な
政
府
目
標
に
つ
い
て
、
地
方
・
小
規
模
企
業
の
4社
に
1社
が「
対
応
不
可
能
」と
回
答
。

20
25
年
度
よ
り
7日
30
/o
引
上
げ
と
な
れ
ば
、
地
方
・
小
規
模
企
業
の
2割
が 「
休
廃
業
等
を
検
討
」

ロ

ロ

13



最
低
賃
金
に
係
る
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果

（
令
和

7
 年

 5
 月

調
査
）

岐
阜
県
商
工
会
連
合
会

通
常
の
事
業
の
支
払
能
力

⑦

14



【
基
本
情
報
】

〇
県
内
に
４
２
あ
る
商
工
会
の
経
営
指
導
員
に
よ
る
調
査

・
７
１
事
業
所

〇
正
規
従
業
員
数

・
５
人
以
下

４
６
事
業
所

・
６
～
２
０
人

１
６
事
業
所

・
２
１
人
以
上

９
事
業
所

〇
非
正
規
雇
用
従
業
員
数

・
５
人
以
下

５
５
事
業
所

・
６
～
２
０
人

１
３
事
業
所

・
２
１
人
以
上

３
事
業
所

〇
業

種

・
製
造
業

２
６
事
業
所

・
建
設
業

１
５
事
業
所

・
卸
売
・
小
売
業
１
１
事
業
所

・
サ
ー
ビ
ス
業

１
９
事
業
所

〇
事
業
形
態

・
個
人

２
１
事
業
所

・
法
人
（
資
本
金
１
千
万
未
満
）

２
９
事
業
所

・
法
人
（
資
本
金
１
～
３
千
万
未
満
）

１
８
事
業
所

・
法
人
（
資
本
金
３
～
５
千
万
未
満
）

３
事
業
所

1

※
商
工
会
会
員
事
業
所
の
規
模
別
割
合
を
念
頭
に
対
象
事
業
所
を
選
定

※
構
成
比
の
数
値
は
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、
個
々
の
集
計
値
の
合
計
は
必
ず
し
も

1
0
0
％
と
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。

15



【
令
和

6
年

1
0
月
の
最
低
賃
金
引
上
げ
に
つ
い
て
の
対
応
】

(n
=

7
1
)

調
査
項
目

岐
阜
県

構
成
比

(1
)最
低
賃
金
を
下
回
っ
た
た
め
、
最
低
賃
金
額
ま
で
引
き
上
げ
た

2
0

2
8
.2
％

(2
)最
低
賃
金
を
下
回
っ
た
た
め
、
最
低
賃
金
額
を
超
え
て
賃
金
を
引
き
上
げ
た

1
0

1
4
.1
％

(3
)最
低
賃
金
は
上
回
っ
て
い
た
の
で
、
最
低
賃
金
額
の
引
上
げ
は
行
っ
て
い
な
い

2
2

3
1
.0
％

(4
)最
低
賃
金
は
上
回
っ
て
い
た
が
、
最
低
賃
金
額
を
引
き
上
げ
た

1
9

2
6
.8
％

2

16



【
令
和

6
年
度
の
引
上
げ
に
よ
る
影
響

(1
)(

2
)(

4
)を
選
択
し
た
方
】

(n
=

4
9
)

【
現
在
の
最
低
賃
金
額
の
負
担
感

(1
)(

3
)を
選
択
し
た
方
】

(n
=

3
3
)

調
査
項
目

岐
阜
県

構
成
比

(1
)想
定
以
上
の
引
上
げ
で
あ
り
、
経
営
上
の
影
響
が
あ
る

2
2

4
4
.9
％

(2
)想
定
以
上
の
引
上
げ
で
あ
る
が
、
特
に
経
営
上
の
影
響
は
な
い

4
8
.2
％

(3
)想
定
通
り
の
引
上
げ
て
あ
る
が
、
経
営
上
の
影
響
が
あ
る

1
1

2
2
.4
％

(4
)想
定
通
り
の
引
上
げ
で
あ
り
、
特
に
経
営
上
の
影
響
は
な
い

1
2

2
4
.5
％

調
査
項
目

岐
阜
県

構
成
比

(1
)大
い
に
負
担
に
な
っ
て
い
る

2
0

6
0
.6
％

(2
)多
少
は
負
担
に
な
っ
て
い
る

1
0

3
0
.3
％

(3
)負
担
に
な
っ
て
い
な
い

2
6
.1
％

(4
)分
か
ら
な
い

1
3
.0

%

3

17



【
令
和

7
年
度
の
賃
上
げ
の
状
況
】

(n
=

7
1
)

4

調
査
項
目

岐
阜
県

構
成
比

(1
)実
施
し
た

2
4

3
3
.8

%

(2
)実
施
す
る
予
定

1
7

2
3
.9

%

(3
)今
年
度
の
最
低
賃
金
の
引
上
げ
に
合
わ
せ
て
実
施
予
定

1
0

1
4
.1

%

(4
)検
討
中

1
0

1
4
.1

%

(5
)現
段
階
で
は
未
定

3
4
.2

%

(6
)実
施
し
た
い
が
で
き
な
い

3
4
.2

%

(7
)実
施
し
な
い

4
5
.6

%

○
賃
上
げ
を
実
施
（
予
定
を
含
む
）
し
た
割
合
は
、
７
１
．
８
％
（

(1
)(

2
)(

3
)の
計
）

○
売
上
規
模
１
億
円
以
上
の
事
業
所
で
は
７
７
．
４
％
が
賃
上
げ
を
実
施
（
予
定
を
含
む
）
し
て
い
る
、

一
方
、
２
千
万
円
未
満
で
は
５
０
．
０
％
に
と
ど
ま
り
、
規
模
に
よ
る
格
差
が
生
じ
て
い
る

○
営
業
利
益
が
減
少
し
て
い
る
事
業
所
で
も
、
そ
の
６
７
．
７
％
が
身
を
削
っ
て
賃
上
げ
を
実
施
（
予
定

を
含
む
）

18



【
価
格
転
嫁
の
状
況
】

(n
=

7
1
)

5

調
査
項
目

岐
阜
県

構
成
比

(1
)ほ
ぼ
（

1
0
割
）
転
嫁
で
き
て
い
る

9
1
2
.7
％

(2
)か
な
り
（
７
～
９
割
）
転
嫁
で
き
て
い
る

5
7
.0
％

(3
)あ
る
程
度
（
４
～
６
割
）
転
嫁
で
き
て
い
る

1
7

2
3
.9
％

(4
)少
し
（
１
～
３
割
）
転
嫁
で
き
て
い
る

2
4

3
3
.8
％

(5
)全
く
（
０
割
）
転
嫁
で
き
て
い
な
い

1
4

1
9
.7

%

(6
)転
嫁
で
き
ず
逆
に
売
価
を
減
額
さ
れ
て
い
る

2
2
.8

%

○
価
格
転
嫁
が
厳
し
い
事
業
者
が
５
６
．
３
％
（

(4
)(

5
)(

6
)の
計
）
に
の
ぼ
り
、
引
き
続
き
厳
し
状
況

○
費
目
別
で
み
る
と
、
労
務
費
の
価
格
転
嫁
が
厳
し
い
事
業
者
は
６
０
．
６
％
と
更
に
厳
し
い
状
況

19



【
令
和
７
年
度
以
降
、
対
応
可
能
な
最
低
賃
金
の
引
上
げ
水
準
】

(n
=

7
1
)

6

調
査
項
目

岐
阜
県

構
成
比

(1
)1

.0
%
未
満

2
8

3
9
.4

%

(2
)1

.0
％
～

2
.0
％
未
満

1
7

2
3
.9

%

(3
)2

.0
％
～

3
.0
％
未
満

1
0

1
4
.1

%

(4
)3

.0
％
～

4
.0
％
未
満

5
7
.0

%

(5
)4

.0
％
～

5
.0
％
未
満

5
7
.0

%

(6
)５

.0
％
～

6
8
.5

%
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【
令
和

7
年
度
か
ら
政
府
目
標
ど
お
り
の
最
低
賃
金
引
上
げ
（

7
.7

%
/8

9
円
）
が
行
わ
れ
た
場
合
、
想
定
さ

れ
る
自
社
へ
の
具
体
的
な
影
響
】

(複
数
回
答

)

7

調
査
項
目

岐
阜
県

構
成
比

(1
)設
備
投
資
の
抑
制
・
新
規
事
業
の
取
り
や
め
等
、
人
件
費
以
外
の
コ
ス
ト
削
減

2
8

2
4
.1

%

(2
)残
業
時
間
・
シ
フ
ト
の
削
減
（
非
正
規
従
業
員
を
含
む
）

2
5

2
1
.6

%

(3
)他
の
従
業
員
の
賃
上
げ
の
抑
制
、
一
時
金
等
の
削
減

1
2

1
0
.3

%

(4
)従
業
員
数
の
削
減
、
採
用
の
抑
制
（
非
正
規
従
業
員
を
含
む
）

1
2

1
0
.3

%

(5
)収
益
悪
化
に
よ
り
、
事
業
継
続
が
困
難
（
廃
業
、
休
業
等
の
検
討
）

1
2

1
0
.3

%

(6
)既
存
事
業
・
サ
ー
ビ
ス
の
縮
小

1
7

1
4
.7

%

(7
)そ
の
他

1
0

8
.6

%
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【
賃
上
げ
・
最
低
賃
金
引
上
げ
へ
の
対
応
の
た
め
に
政
府
等
に
求
め
る
支
援
】

(複
数
回
答

)

8

調
査
項
目

岐
阜
県

構
成
比

(1
)税
・
社
会
保
障
料
負
担
等
の
軽
減

5
2

2
2
.8

%

(2
)助
成
金
の
拡
充
・
使
い
勝
⼿
向
上

3
8

1
6
.7

%

(3
)簡
便
な
⼿
続
き
で
受
給
で
き
る
助
成
金
の
創
設

3
5

1
5
.4

%

(4
)賃
上
げ
を
促
進
す
る
税
制
の
拡
充

2
7

1
1
.8

%

(5
)取
引
価
格
の
適
正
化
・
円
滑
な
価
格
転
嫁

 
2
6

1
1
.4

%

(6
)景
気
対
策
を
通
じ
た
企
業
業
績
の
向
上

2
0

8
.8

%

(7
)D

X
、
設
備
投
資
等
に
よ
る
生
産
性
向
上
、
業
務
効
率
化
、
省
⼒
化
の
補
助
金

1
7

7
.5

%

(8
)賃
上
げ
実
施
企
業
へ
の
公
共
入
札
の
加
点
措
置

8
3
.5

%

(9
)社
員
の
能
⼒
開
発
の
支
援

4
1
.8

%

(1
0
)そ
の
他

1
0
.4

%
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【
自
由
意
見
記
述
】

①
人
件
費
だ
け
で
な
く
、
他
の
経
費
も
コ
ス
ト
高
と
な
っ
て
い
る
が
、
転
嫁
対
策
が
難
し
い
状
況
。

②
地
方
の
中
小
・
小
規
模
企
業
で
は
今
の
物
価
高
騰
に
対
応
し
き
れ
て
い
な
い
の
が
現
状
な
の
に
、
年
々
引
き
上

げ
ら
れ
て
は
経
費
ば
か
り
が
か
さ
み
、
利
益
が

 減
少
し
て
き
ば
か
り
。

③
人
件
費
の
増
加
に
よ
る
経
営
圧
迫
。
利
益
が
圧
迫
し
、
非
常
に
苦
し
い
。

④
利
益
、
売
り
上
げ
が
横
ば
い
で
最
低
賃
金
の
賃
上
げ
を
実
施
す
れ
ば
、
頑
張
っ
て
働
い
て
い
る
方
に
賃
上
げ
が

出
来
な
い
。
最
低
賃
金
は
各
企
業
に
任

 せ
て
ほ
し
い
（
大
⼿
企
業
と
一
緒
で
は
厳
し
い
）

⑤
仕
入
れ
価
格
等
も
同
時
に
上
が
る
と
事
業
継
続
が
難
し
く
な
る

⑥
賃
上
げ
、
物
価
高
騰
の
影
響
で
設
備
投
資
に
回
す
資
金
が
な
い
。
助
成
金
で
設
備
の
更
新
や
修
繕
が
出
来
る
と

あ
り
が
た
い
。

⑦
補
助
を
受
け
る
ま
で
に
か
な
り
時
間
が
か
か
る
も
の
も
あ
り
、
も
う
少
し
⼿
続
き
等
簡
素
化
で
き
る
も
の
は
な

い
か
と
考
え
る
。

⑧
制
度
が
分
か
り
に
く
い
。
補
助
金

 の
情
報
が
複
数
入
っ
て
く
る
が
ど
れ
も
よ
く
わ
か
ら
ず
、
多
く
の
企
業
が

そ
の
情
報
に
惑
わ
さ
れ
て
い
る
と
感
じ
る
。
も
う
少
し
、
補
助
金
制
度
を
シ
ン
プ

 ル
に
わ
か
り
や
す
く
は
で

き
な
い
も
の
か
。
入
⼝
の
段
階
で
、
該
当
す
る
し
な
い
を
判
断
で
き
る
と
あ
り
が
た
い
。

⑨
最
低
賃
金
の
発
効
日
は
例
年
１
０
月
１
日
と
な
っ
て
い
る
が
、
数
カ
月
の
準
備
で
最
低
賃
金
を
増
額
す
る
こ
と

は
事
務
的
に
も
財
務
的
に
も
厳
し
い
。
労
務
費
増
額
に
対
す
る
財
源
確
保
や
勤
務
管
理
（
税
扶
養
範
囲
等
で
の

時
間
調
整
等
）
の
た
め
、
改
定
後
の
最
低
賃
金
に
対
応
す
る
た
め
の
準
備
期
間
の
確
保
を
お
願
い
し
た
い
。

9
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 通
常
の
事
業
の
支
払
能
力

 
⑧

 
 

  
売
上
高
、
販
売
価
格
、
収
益
動
向
、
資
金
繰
り
、
雇
用
人
員
、
景
況
動
向

 
Ｄ
Ｉ値

の
推
移
（前

年
同
月
比
）
 

 
（
岐
阜
県
内
中
小
企
業
の
７
０
業
種
を
対
象
と
し
た
調
査
）
 

              

-
3

-
3

-
1

-
9

-
1
3

-
1
7

-
5

-
7

-
2
2

2
6

2
7
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◆
 景

況
感
Ｄ
Ｉ
値
マ
イ
ナ
ス
２
３
 
前
月
比
ほ
ぼ
横
ば
い
 

◆
 売

上
高
Ｄ
Ｉ
値
マ
イ
ナ
ス
２
２
 
前
月
比
１
５
ポ
イ
ン
ト
の
悪
化
 

 
～
非
製
造
業
の
売
上
高
Ｄ
Ｉ
値
マ
イ
ナ
ス
３
３

 
 

前
月
比
２
４
ポ
イ
ン
ト
悪
化

 

◆
 原

材
料
・
資
材
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
の
高
騰
や
物
価
高
、
人
件
費
の
上
昇
 

に
対
し
価
格
転
嫁
が
十
分
に
進
ん
で
い
な
い
と
の
声
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
 

◆
 猛

暑
に
よ
り
売
上
や
人
出
の
減
少
な
ど
の
影
響
が
み
ら
れ
た
業
種
も
あ
る
 

◆
 引

き
続
き
米
国
の
関
税
政
策
に
よ
る
先
行
き
不
透
明
感
を
懸
念
す
る
声
も
あ
る
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況
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Ｄ
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Ｄ
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用
人
員
Ｄ
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マ
イ
ナ
ス
１
６
 
前
月
比
１
１
ポ
イ
ン
ト
の
悪
化
 

 
 
～
令
和
３
年
５
月
以
来
の
低
い
値
で
あ
り
、
人
手
不
足
に
関
す
る
 

コ
メ
ン
ト
が
多
く
寄
せ
ら
れ
て
い
る
～
 

◆
 米

国
の
関
税
政
策
の
影
響
や
先
行
き
不
安
に
関
す
る
声
は
依
然
と
し
 

て
多
く
設
備
投
資
が
減
衰
・
先
送
り
に
な
っ
て
い
る
と
の
声
も
あ
る
 

  

Ｒ
７
年
４
月
の
ポ
イ
ン
ト

 

◆
 景

況
感
Ｄ
Ｉ
値
マ
イ
ナ
ス
２
３
 
前
月
比
ほ
ぼ
横
ば
い
 

～
製
景
況
感
Ｄ
Ｉ
値
マ
イ
ナ
ス
３
４
、
令
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３
年
５
月
以
来
の
低
い
値
～
 

◆
 米

国
の
関
税
政
策
の
影
響
を
懸
念
す
る
コ
メ
ン
ト
は
特
に
製
造
業
か
ら
多
い
 

◆
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上
高
Ｄ
Ｉ
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マ
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ス
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前
月
比
１
２
ポ
イ
ン
ト
の
改
善
 

 
 
収
益
状
況
Ｄ
Ｉ
値
マ
イ
ナ
ス
２
４
 
前
月
比
１
３
ポ
イ
ン
ト
の
改
善
 

◆
 売

上
高
・
収
益
状
況
Ｄ
Ｉ
値
は
前
月
比
で
改
善
し
た
が
、
依
然
と
し
て
物
価
 

高
騰
や
個
人
消
費
の
低
迷
に
関
す
る
声
が
多
く
聞
か
れ
る
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